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前年度比で9.4％の増額です

一般会計は164億6,600万円 平
成
二
十
二
年
度

当
初
予
算

　

平
成
二
十
二
年
度
一
般
会
計
予
算
は
、
前
年
度
当
初
予
算
と
比
較
し
て
、
９
・
４
％

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
市
税
に
つ
い
て
は
、
景
気
低
迷
の
影
響
か
ら
０
・
６
％
減
を
見
込
み
、
地

方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
市
税
の
減
収
に
よ
る
増
額
や
、
新
設
の
「
地
域
活
性
化
・
雇

用
等
臨
時
特
例
費
」
な
ど
を
考
慮
し
、
10
・
２
％
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
子
ど
も
の
遊
び
場
整
備
事
業
を
核
と
し
て
、
公
園
遊
具
の
整
備
や
小
学

校
低
学
年
医
療
費
無
料
化
、
不
妊
治
療
支
援
、
育
児
相
談
充
実
な
ど
の
新
た
な
子
育
て

支
援
施
策
を
組
み
合
わ
せ
た
「
子
育
て
応
援
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
二
〇
一
〇
」
や
、
子
ど
も

手
当
給
付
事
業
、
ナ
ラ
枯
れ
被
害
対
策
を
盛
り
込
ん
だ
森
林
病
害
虫
等
防
除
事
業
を
新

た
に
予
算
化
し
ま
し
た
。
ま
た
、
主
な
継
続
事
業
と
し
て
、
さ
く
ら
ん
ぼ
小
学
校
の
新

設
、
学
校
耐
震
化
、
東
根
中
央
橋
建
設
な
ど
を
計
上
し
「
快
適
空
間
―
や
す
ら
ぎ
と
交

流
の
ま
ち
」
の
実
現
に
向
け
て
、
取
り
組
み
ま
す
。

「
歳　

入
」
編

その１

財
政
用
語
解
説

■
市
税
■

　

皆
さ
ん
が
、
市
に
納
め
る
税
金

■
繰
越
金
■

　

前
年
度
か
ら
持
ち
越
す
お
金

■
繰
入
金
■

　

主
に
、
各
種
基
金
の
取
り
崩
し

に
よ
っ
て
繰
り
入
れ
る
お
金

■
地
方
交
付
税
■

　

所
得
税
な
ど
国
が
徴
収
し
た
税
金

の
中
か
ら
、
市
の
財
政
状
況
に
応

じ
て
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

■
国
・
県
支
出
金
■

　

特
定
の
目
的
の
た
め
に
、
国
や
県

か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

■
市
債
■

　

市
の
借
金
の
こ
と

　

大
事
業
を
行
う
た
め
に
、
国
や
金

融
機
関
か
ら
借
り
入
れ
る
お
金

■
地
方
譲
与
税
■

　

国
が
徴
収
し
た
、
自
動
車
重
量
税

な
ど
か
ら
配
分
さ
れ
る
お
金

■
自
主
財
源
■

　

市
が
独
自
に
得
る
こ
と
が
で
き
る

お
金

　

市
税
、
分
担
金
負
担
金
、
使
用

料
、
手
数
料
、
財
産
収
入
、
寄
附

金
、
繰
入
金
、
繰
越
金
、
諸
収
入

な
ど

■
依
存
財
源
■

　

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
、
借

り
入
れ
る
お
金

　

地
方
交
付
税
、
国
・
県
支
出
金
、
市

債
、
地
方
譲
与
税
な
ど

会計別当初予算

※１特別会計とは、特定の歳入を特定の歳出に充てるも

ので 、一般の歳出と区分する必要がある事業などの
場合に設置されています。

※２企業会計については、収益的支出の予算額を記載し

ています。

工業用水道事業

水　道　事　業

国民健康保険

東 根 財 産 区

会　　計　　名

一　般　会　計

特　別　会　計

企　業　会　計

164億6,600万円

43億3,500万円

150万円

8億6,449万7千円

1億1,175万6千円

9.4

△0.3

25.0

公共下水道事業 20億1,700万円 △35.5

老　人　保　健 80万円 △60.0

一本木土地区画整理事業 830万円 △93.9

介　護　保　険 25億8,300万円 6.0

市　営　墓　地 4,600万円 9.5

後期高齢者医療 3億5,600万円 △3.5

特別会計合計 93億4,760万円 △10.6

3.6

△18.0

※1 

※2 

前年度比（％）

民生費
43億2,279万3千円
（全体の26.3%）
（前年度当初予算比
+7億1,287万4千円） 

教育費
30億59万9千円
（18.2%）

（+11億6,572万3千円） 

公債費
22億7,702万1千円

（13.8%）
（-4億1,805万6千円） 

土木費
21億8,963万3千円

（13.3%）
（-4,068万1千円） 

総務費
16億6,024万5千円

（10.1%）
（-1億7,749万3千円） 

衛生費
12億5,382万2千円

（7.6%）
（+4,388万9千円） 

農林水産業費・
消防費・商工費・

その他
17億6,188万7千円

（10.7%）
（+1億3,174万4千円） 

市税
57億2,701万6千円
（全体の34.8%）
（前年度当初予算比
-3,300万4千円） 

繰越金・
繰入金・
諸収入など

13億2,936万3千円
（8.1%）

（-5億3,881万5千円） 

地方交付税
41億3,300万円
（25.1%）

（+3億8,400万円） 

国県支出金
31億8,327万1千円

（19.3%）
（+11億7,205万5千円） 依存財源

（57.1%）

平成22年度
予算額



2010.4.19

「
歳　

出
」
編

その2
■
民
生
費
■

　

子
ど
も
や
高
齢
者
な
ど
を
対
象
と
し

た
、
福
祉
事
業
に
使
わ
れ
る
お
金

■
教
育
費
■

　

公
民
館
や
小
中
学
校
、
文
化
活
動

な
ど
に
使
わ
れ
る
お
金

■
公
債
費
■

　

借
り
入
れ
た
お
金
の
、
返
済
に
使

わ
れ
る
お
金

■
土
木
費
■

　

道
路
、
公
園
、
区
画
整
理
事
業
な

ど
に
使
わ
れ
る
お
金

■
総
務
費
■

　

市
報
や
庁
舎
管
理
な
ど
、
市
の
全

般
的
な
事
務
に
使
わ
れ
る
お
金

■
衛
生
費
■

　

乳
幼
児
の
健
診
事
業
や
、
ご
み
の

処
理
な
ど
に
使
わ
れ
る
お
金

■
農
林
水
産
業
費
■

　

農
林
業
の
振
興
な
ど
に
使
わ
れ
る

お
金

■
消
防
費
■

　

消
防
活
動
に
使
わ
れ
る
お
金

■
商
工
費
■

　

商
工
業
の
発
展
、
観
光
振
興
な
ど

に
使
わ
れ
る
お
金

一般会計予算の概要と特徴

市民一人当たりでは

歳出
164億6,600万円

歳入
164億6,600万円

市税

《内　訳》
市　民　税
固定資産税
都市計画税
た ば こ 税
軽自動車税
そ　の　他

市民一人当たりでは
歳出予算

《内　訳》
民　生　費
教　育　費
公　債　費
土　木　費
総　務　費
衛　生　費
そ　の　他

64,450円
48,908円
47,031円
35,660円
26,931円
37,844円

92,849円

47,338円
60,489円
8,158円
4,658円
2,073円
296円

123,011円

353,673円民生費民生費
43億2,279万343億2,279万3千円
（全体の26.3%）（全体の26.3%）
（前年度当初予算比（前年度当初予算比
+7+7億1,287万41,287万4千円） 円） 

民生費
43億2,279万3千円
（全体の26.3%）
（前年度当初予算比
+7億1,287万4千円） 

教育教育費
30億30億5959万9万9千円
（18.218.2%）%）

（+11（+11億6,572万36,572万3千円） 円） 

教育費
30億59万9千円
（18.2%）

（+11億6,572万3千円） 

公債公債費
22億7,702万122億7,702万1千円

（13.8%）（13.8%）
（-4（-4億1,805万61,805万6千円） 円） 

公債費
22億7,702万1千円

（13.8%）
（-4億1,805万6千円） 

土木土木費
2121億8,963万3億8,963万3千円

（13.3%）（13.3%）
（-（-4,0684,068万1万1千円） 円） 

土木費
21億8,963万3千円

（13.3%）
（-4,068万1千円） 

総務総務費
16億6,024万516億6,024万5千円

（10.1%）（10.1%）
（-1（-1億7,749万37,749万3千円） 円） 

総務費
16億6,024万5千円

（10.1%）
（-1億7,749万3千円） 

衛生衛生費
12億5,382万212億5,382万2千円

（7.6%）（7.6%）
（+4,388万9（+4,388万9千円） 円） 

衛生費
12億5,382万2千円

（7.6%）
（+4,388万9千円） 

農林水産業費農林水産業費・
消防費・商工費・消防費・商工費・

その他その他
17億6,188万7億6,188万7千円

（10.7%）（10.7%）
（+1億+1億3,174万43,174万4千円） 円） 

農林水産業費・
消防費・商工費・

その他
17億6,188万7千円

（10.7%）
（+1億3,174万4千円） 

自主財源
（42.9%）

市税市税
57億2,701万657億2,701万6千円
（全体の34.8%）（全体の34.8%）
（前年度当初予算比（前年度当初予算比
-3,300万4-3,300万4千円） 円） 

市税
57億2,701万6千円
（全体の34.8%）
（前年度当初予算比
-3,300万4千円） 

繰越金・繰越金・
繰入金・繰入金・
諸収入など諸収入など

1313億2,936万3億2,936万3千円
（8.18.1%）%）

（-5億3,881万5（-5億3,881万5千円） 円） 

繰越金・
繰入金・
諸収入など

13億2,936万3千円
（8.1%）

（-5億3,881万5千円） 

地方交付税地方交付税
4141億3,300万円億3,300万円
（25.1%）（25.1%）

（+3（+3億8,400万円） 8,400万円） 

地方交付税
41億3,300万円
（25.1%）

（+3億8,400万円） 

国県支出金国県支出金
3131億8,327万1億8,327万1千円

（19.3%）（19.3%）
（+11（+11億7,205億7,205万5万5千円） 円） 

国県支出金
31億8,327万1千円

（19.3%）
（+11億7,205万5千円） 依存財源依存財源

（57.1%）（57.1%）
依存財源
（57.1%）

※３　平成22年２月末人口46,557人で
　　　算出しています。

※3

※3

市債
14億5,790万円（8.9%）
（+6億1,850万円） 

地方譲与税など
6億3,545万円（3.9%）
（-1億8,473万6千円） 

特徴２：教育費の増
　新たに、イバラトミヨ環境整備事
業費用などを計上したほか、平成
23年４月開校のさくらんぼ小学校
建設費用や、開校準備費用などの
計上により、増額となっています。

特徴３：公債費の減
　市債残高を減らすため、平成19
年度から３カ年間の、臨時特例措
置として実施された、公的資金の
繰上償還が前年度で終了したた
め、減額となっています。

特徴1：民生費の増
　小学校低学年医療費無料化事
業費用や、子ども手当給付事業費
用などを、新たに計上したほか、認
可保育所への運営委託経費が伸
びており、増額となっています。

特徴1：地方交付税の増
　東根市外二市一町共立衛生処
理組合への、ごみ処理施設分償
還交付税は減額となりましたが、
市税の減収による増額や、新設の
地域活性化・雇用等臨時特例費
の影響などにより、増額を見込ん
でいます。

特徴２：国県支出金の増
　子ども手当給付事業や、さくら
んぼ小学校建設に係る国庫支出
金や、緊急雇用創出事業に係る
県支出金が増えたため、大幅な
増額となっています。

特徴３：市債の増
　さくらんぼ小学校建設に係る市
債の発行や、国の地方財政計画
に基づく、臨時財政対策債の増に
より、増額となっています。


